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平成２２年度に係る行政監査の結果に対する措置状況

第１ 監査の結果の報告

平成２２年度に係る監査の結果については、平成２３年９月６日に議会、知事及び関係のある委員会に報告

（平成２２年９月６日付け北海道公報第２３１１号で公表）した。

第２ 監査テーマ

補助事業等及び委託業務に係る審査等につて

第３ 監査対象部局

総務部、総合政策部、環境生活部、保健福祉部、経済部、農政部、水産林務部、建設部、企業局、教育庁及び

警察本部

第４ 監査の結果に基づき講じた措置

【知 事】

改 善 を 要 す る 事 項 左 に 対 す る 措 置

－補助事業－

(1) 私立高等学校授業料軽減事業【総務部】

《監査結果》

【額の確定において、審査方法等の改善が必要なもの】

補助金の額の確定において、提出を受けた実績報告書等

の書類のみでは、支出等の適否の判断や履行の確認を行う

ことができないにもかかわらず現地調査等を行っていない

ものがあった。

《改善意見》

額の確定に当たっては、補助金等交付規則第15条及び「補 補助金の額の確定において、補助事業に係る自

助事業等及び委託業務の実績報告に係る現地調査等の実施 己点検チェックシートを、実績報告書に合わせて

について（平成12年3月29日付け局総第704号）」により、現 提出を求めることとしました。

地調査等の活用を図ること、又は効率的な履行確認の方法 また、指導検査や出納整理期間内に実施するヒ

等について検討すること。 アリングにおいても、補助金の適正な執行の確認、

指導を行っていくこととしました。

(2) 私立専修学校等管理運営事業【総務部】

《監査結果》

【額の確定において、審査方法等の改善が必要なもの】

補助金の額の確定において、提出を受けた実績報告書等

の書類のみでは、支出等の適否の判断や履行の確認を行う

ことができないものがあった。

《改善意見》

額の確定に当たっては、補助金等交付規則第15条及び「補 補助金の額の確定において、補助事業に係る自

助事業等及び委託業務の実績報告に係る現地調査等の実施 己点検チェックシートを、実績報告書に合わせて

について（平成12年3月29日付け局総第704号）」により、現 提出を求めることとしました。

地調査等の活用を図ること、又は効率的な履行確認の方法 また、指導検査や出納整理期間内に実施するヒ

等について検討すること。 アリングにおいても、補助金の適正な執行の確認、

指導を行っていくこととしました。

(3)私立学校特別支援教育対策事業【総務部】

《監査結果》

【交付決定手続の明確化が必要なもの】

当該補助金については、各私立幼稚園に対する障がい幼

児の就園状況調査の結果を踏まえ、申請に基づき補助金の

交付決定を行っているが、最終的に補助対象となる幼児の

決定手続が明確に示されていないため、各私立幼稚園にと

って、補助対象の可否が分かりにくいものとなっていた。

《改善意見》

補助対象幼児の交付決定手続等を要綱等において、明確 補助対象幼児の交付決定手続等を要綱等におい

に示すよう検討すること。 て明確に示すこととしました。
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《監査結果》

【額の確定において、審査方法等の改善が必要なもの】

補助金の額の確定において、提出を受けた実績報告書等

の書類のみでは、支出等の適否の判断や履行の確認を行う

ことができないにもかかわらず現地調査等を行っていなか

った。

《改善意見》

額の確定に当たっては、補助金等交付規則第15条及び「補 補助金の額の確定において、補助事業に係る自

助事業等及び委託業務の実績報告に係る現地調査等の実施 己点検チェックシートを、実績報告書に合わせて

について（平成12年3月29日付け局総第704号）」により、現 提出を求めることとしました。

地調査等の活用を図ること、又は効率的な履行確認の方法 また、指導検査や出納整理期間内に実施するヒ

等について検討すること。 アリングにおいても、補助金の適正な執行の確認、

指導を行っていくこととしました。

(4) 私立幼稚園教職員退職手当給付事業【総務部】

《監査結果》

【補助事業等の内容が不明確なもの】

補助事業等の内容や補助対象経費等については、補助金

交付要綱等で明確にしなければならないが、これを行って

いなかった。

《改善意見》

補助金交付要綱等において補助事業等の内容を具体的に 補助金の交付通知において、補助事業等の内容

示し、必要な対象経費について節科目を示すなど、明確化 を具体的に示し、必要な対象経費について節科目

を図ること。 を示すなど、明確化を図ることとしました。

(5) 私立高等学校等生徒奨学事業【総務部】

《監査結果》

【補助事業等の内容が不明確なもの】

補助事業等の内容や補助対象経費等については、補助金

交付要綱等で明確にしなければならないが、これを行って

いなかった。

《改善意見》

補助金交付要綱等において補助事業等の内容を具体的に 補助金の交付通知において、補助事業等の内容

示し、必要な対象経費について節科目を示すなど、明確化 を具体的に示し、必要な対象経費について節科目

を図ること。 を示すなど、明確化を図ることとしました。

《監査結果》

【補助金交付申請書の提出期限を文書通知していないもの】

補助金交付通知において、補助金交付申請書の提出期限

を別に指示する日としているが、提出期限を口頭の伝達で

行い文書通知をしていなかった。

《改善意見》

補助金交付申請書の提出期限については、文書通知を行 補助金交付申請書の提出期限については、文書

うこと。 通知を行い提出期限を明示しました。

(6) 私立専修学校等教職員退職手当給付事業【総務部】

《監査結果》

【補助事業等の内容が不明確なもの】

補助事業等の内容や補助対象経費等については、補助金

交付要綱等で明確にしなければならないが、これを行って

いなかった。

《改善意見》

補助金交付要綱等において補助事業等の内容を具体的に 補助金交付要綱等において、補助事業等の内容

示し、必要な対象経費について節科目を示すなど、明確化 を具体的に示し、必要な対象経費について節科目

を図ること。 を示すなど、明確化を図ることとしました。

(7) 私立狭域通信制高等学校管理運営事業【総務部】

《監査結果》

【補助対象外経費を補助対象経費としているもの】

補助対象外経費である退職金や補助対象外の専攻科の人

件費を補助対象経費に含めているものがあった。
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《改善意見》

補助金の額の確定に当たっては、補助対象経費について 補助金の額の確定に当たっては、補助対象経費

適切な審査を行うこと。 について、審査の改善を図りました。

【額の確定において、審査方法等の改善が必要なもの】

《監査結果》

補助金の額の確定において、提出を受けた実績報告書等

の書類のみでは、支出等の適否の判断や履行の確認を行う

ことができないにもかかわらず現地調査等を行っていない

ものがあった。

《改善意見》

額の確定に当たっては、補助金等交付規則第15条及び「補 補助金の額の確定において、補助事業に係る自

助事業等及び委託業務の実績報告に係る現地調査等の実施 己点検チェックシートを、実績報告書に合わせて

について（平成12年3月29日付け局総第704号）」により、現 提出を求めることとしました。

地調査等の活用を図ること、又は効率的な履行確認の方法 また、指導検査や出納整理期間内に実施するヒ

等について検討すること。 アリングにおいても、補助金の適正な執行の確認、

指導を行っていくこととしました。

(8) 私立小学校管理運営事業【総務部】

《監査結果》

【額の確定において、審査方法等の改善が必要なもの】

補助金の額の確定において、提出を受けた実績報告書等

の書類のみでは、支出等の適否の判断や履行の確認を行う

ことができないにもかかわらず現地調査等を行っていなか

った。

《改善意見》

額の確定に当たっては、補助金等交付規則第15条及び「補 補助金の額の確定において、補助事業に係る自

助事業等及び委託業務の実績報告に係る現地調査等の実施 己点検チェックシートを、実績報告書に合わせて

について（平成12年3月29日付け局総第704号）」により、現 提出を求めることとしました。

地調査等の活用を図ること、又は効率的な履行確認の方法 また、指導検査や出納整理期間内に実施するヒ

等について検討すること。 アリングにおいても、補助金の適正な執行の確認、

指導を行っていくこととしました。

(9) 北方四島交流推進事業【総務部】

《監査結果》

【補助事業等の内容が不明確なもの】

補助事業等の内容や補助対象経費等について、明確にな

っていなかった。

《改善意見》

補助金交付要綱等において補助事業等の内容を具体的に 補助事業等の内容の具体化・対象経費の明確化

示し、必要な対象経費について節科目を示すなど、明確化 について改善を図りました。

を図ること。

(10) 千島歯舞諸島居住者連盟事業【総務部】

《監査結果》

【補助事業等の内容が不明確なもの】

補助事業等の内容や補助対象経費等について、明確にな

っていなかった。

《改善意見》

補助金交付要綱等において補助事業等の内容を具体的に 補助事業等の内容の具体化・対象経費の明確化

示し、必要な対象経費について節科目を示すなど、明確化 について改善を図りました。

を図ること。

(11) 北方圏センター補助事業【総合政策部】

《監査結果》

【財産の処分制限等の条件が定められていないもの】

補助事業者等が補助事業等においてパソコンを購入して

いる事例があるが、補助指令書等に物品、財産の処分制限

等に関する条件の定めがなく、その必要性について検討し

ていなかった。

《改善意見》

補助事業等で取得した財産の処分制限等に関する条件に 補助事業等で取得した財産の処分制限等に関す
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ついて検討すること。 る条件については、指令書等において、補助金交

付事務を行う際に条件を明示することとしました。

(12) 研究開発支援事業費補助金【総合政策部】

《監査結果》

【間接補助事業者等が取得した研究機器等の保有状況等を

把握していないもの】

補助事業者等において、間接補助事業者等が事業で取得

した研究機器等の保有状況を十分に把握しておらず、また

取得後、適正に使用されているか、ほとんど確認が行われ

ていなかった。

《改善意見》

補助事業者等が、間接補助事業者等の研究機器等の保有 補助事業者においては、間接補助事業者に対し

状況を適切に把握することや、研究機器等の保有・使用状 「機器装置等保有状況表」の提出及び実績報告書

況を確認するため現地調査等を行うことを指導すること。 提出時に取得した研究機器等の使用状況がわかる

内容の記載を義務化することとしました。

(13) 北海道青少年福祉協会補助金【環境生活部】

《監査結果》

【補助金の交付目的等が不明確なもの】

補助金を交付する目的について、北海道青少年会館の維

持管理・運営事業に係る経費を予算の範囲内で補助すると

の定めのみで、補助事業等として北海道青少年会館の維持

管理・運営により、どのような目標・効果があり、公益性

が認められることとなるのか明確となっていない。

《改善意見》

補助金を交付する目的については、補助事業等を実施す 補助金を交付する目的については、補助事業等

ることにより求める目標・効果等を明確にすること。 を実施することにより求める目標・効果等を明確

にしました。

《監査結果》

【不動産賃貸契約を行っている物件の転貸に関し、承認手

続を行っていないもの】

北海道青少年会館の土地建物は、補助事業者等が道から

無償で借り受ける不動産貸借契約を締結しており、道の承

認無く貸付物件を転貸することは禁止されている。しかし、

建物のレストラン部分については、Ａ株式会社との飲食物

提供業務委託契約の中で物件の賃貸借を含む内容となって

おり、転貸に係る使用料は補助金額に影響があることから、

不動産貸借契約に基づく承認手続を事前に行う必要がある

が、行われていなかった。

《改善意見》

貸借物件の第三者への転貸については、道と補助事業者 貸借物件の第三者への転貸については、道と補

等との不動産貸借契約書に基づく承認手続を適切に実施す 助事業者等との不動産貸借契約書に基づく承認手

ること。 続を行いました。

(14) 地域活動推進事業【環境生活部】

《監査結果》

【内部留保水準を超えているもの】

特例民法法人の内部留保水準は、30％程度以下であるこ

とが望ましいとされているが（「公益法人の設立許可及び指

導監督基準の運用指針」（平成18年12月19日公益法人等の指

導監督等に関する関係閣僚会議幹事会申合せ））、補助事業

者の内部留保水準は、これを超えていた。

《改善意見》

今後、補助金の交付決定等に当たり、内部留保の状況を 平成24年4月に当該団体が公益財団法人へ移行し

十分考慮すること。 たことにより、これまでの内部留保という考え方

が適用されないこととなりましたが、補助金の交

付決定に当たっては、団体が保有する遊休財産の

趣旨及び額に十分留意することとしました。

(15) ドクターヘリ導入促進事業【保健福祉部】
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《監査結果》

【補助金の交付基礎額の算定方法が、国と道では異なって

いるもの】

補助金の交付基礎額の算定において、国の補助金交付要

綱では、施設ごとに、基準額と対象経費の実支出額とを比

較して少ない方の額を交付基礎額としているのに対し、道

の補助金交付要綱では、経費ごとに、その基準額と対象経

費とを比較して少ない方の経費を選定し、その経費の合計

額をもって補助金の交付基礎額としており、国と道では算

定方法が異なっていた。

《改善意見》

道の補助金交付要綱の見直しを検討するなどし、国と道 国の算定方法に準じたものとなるよう、道の交

の補助金交付要綱の整合性を図ること。 付要綱の見直しを行いました。

《監査結果》

【補助対象経費の拡充について】

補助金交付要綱において定めている補助対象経費以外の

経費について、補助の対象とすべき経費として検討を要す

る。

・ドクターヘリが発着するまでに調整業務を行う職員の人

件費

《改善意見》

当該事業の執行に当たり、必要な経費等の見直しについ 国の交付要綱が改正され、一部、補助対象経費

ては十分に検討し、国と協議すること。 が拡充されたことから、道の交付要綱の見直しを

行いました。

《監査結果》

【概算払の検討を要するもの】

当該補助金は、精算払としているが、知事が、補助事業

等の遂行上必要と認めたときは、補助事業者等に概算払を

することができることから、執行額が多額であることと公

益性が大きいこと等を考慮し、適期に概算払を行うことの

検討を要する。

また、補助事業者等への概算払に要した国費相当分につ

いて、国費の概算払の請求をするよう検討を要する。

《改善意見》

補助事業者等の財務状況を踏まえ、当該事業の遂行状況 国庫補助金の交付時期等を勘案し、適切な対応

及び資金収支計画等により、その必要性を十分に検討し、 について検討することとしました。

適期に支払うこと。

また、国と協議し、国費の概算払についても、適期に支

払われるようにすること。

《監査結果》

【補助金の額の確定が遅延しているもの】

補助金の額の確定の通知は、原則として当該補助事業等

に係る完了の実績報告書を受理した日から20日以内に行わ

なければならないが、これを遅延しているものがあった。

・実績報告書提出年月日 平成22年4月15日～4月16日

・実績報告書受理年月日 平成22年4月16日

・額の確定年月日 平成22年5月 7日

《改善意見》

補助金の額の確定は、実績報告書受理後20日以内に行う 補助金の額の確定に当たっては、速やかに行う

こと。 こととし、適正な事務処理に努めます。

(16) 救命救急センター事業【保健福祉部】

《監査結果》

【概算払が不適切なもの】

補助金の概算払は、資金収支計画を勘案し適期に支払う

こととされているが、交付決定の時期が年度末の3月であり、

また、緊急に資金が必要な特段の理由もないことから、概

算払の必要性がないものがあった。

《改善意見》
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補助金の概算払は、当該事業の遂行状況及び資金収支計 概算払に当たっては、資金収支計画書により必

画書による資金計画を勘案し、適期に支払うこと。 要性を把握するなど、適正な事務処理に努めます。

《監査結果》

【額の確定において、審査方法等の改善が必要なもの】

補助金の額の確定において、提出を受けた実績報告書等

の書類のみでは、支出等の適否の判断や履行の確認を行う

ことができないにもかかわらず現地調査等を行っていない

ものがあった。

《改善意見》

額の確定に当たっては、補助金等交付規則第15条及び「補 補助金の額の確定に当たっては、現地調査の活

助事業等及び委託業務の実績報告に係る現地調査等の実施 用又は、履行確認の効率化を図り、適正な事務処

について（平成12年3月29日付け局総第704号）」により、現 理に努めます。

地調査等の活用を図ること、又は効率的な履行確認の方法

について検討すること。

(17) 広域救急医療対策事業【保健福祉部】

《監査結果》

【額の確定において、審査方法等の改善が必要なもの】

補助金の額の確定において、提出を受けた実績報告書等

の書類のみでは、支出等の適否の判断や履行の確認を行う

ことができないにもかかわらず現地調査等を行っていない

ものがあった。

《改善意見》

額の確定に当たっては、補助金等交付規則第15条及び「補 補助金の額の確定に当たっては、現地調査の活

助事業等及び委託業務の実績報告に係る現地調査等の実施 用又は、履行確認の効率化を図り、適正な事務処

について（平成12年3月29日付け局総第704号）」により、現 理に努めます。

地調査等の活用を図ること、又は効率的な履行確認の方法

について検討すること。

(18) 看護師等養成事業【保健福祉部】

《監査結果》

【他団体からの収入を寄付金その他の収入額に計上してい

ないもの】

「看護師等養成所運営費補助金の算定方法について（平

成11年6月16日付け厚生省看第26号）」に基づき、他団体（病

院等）からの収入である看護師等の養成委託費については、

寄附金その他の収入額に計上しなければならないが、これ

を計上していないものがあった。

・看護師等の養成委託費を寄附金その他の収入額に計上し

ていないもの

①Ａ看護専門学校 34,776,000円

②Ｂ看護専門学校 17,388,000円

なお、補助基準額と補助事業等に要した総事業費から寄

附金その他の収入額を控除した額とを比較して、補助基準

額の方が少なかったことから、補助金の額の確定について

は影響はなかった。

《改善意見》

関係通知等に基づき、適切な補助金の算定を行うこと。 補助金の算定に当たっては、関係通知等に基づ

き、適正な事務処理に努めます。

《監査結果》

【補助金の交付決定手続が不適切なもの】

道内において事業を行う社会福祉法人が、補助金の交付

を受けようとするときは、申請書に財産目録や貸借対照表

等の書類を添えなければならないが、これが行われないま

ま交付決定を行っているものがあった（社会福祉法人の助

成に関する条例第4条参照）。

《改善意見》

補助事業の交付決定に当たり、交付申請書とともに、事 社会福祉法人に対する補助金の交付決定に当た

業計画書などのほか、財産目録などの計算書類を徴取し、 っては、交付申請書とともに財産目録などの計算

適期に補助事業者等の財務状況を把握すること。 書類を徴取し、補助事業者の財務状況の把握に努
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めます。

《監査結果》

【補助金の額の確定が遅延しているもの】

補助金の額の確定の通知は、原則として当該補助事業等

に係る完了の実績報告書を受理した日から20日以内に行わ

なければならないが、これを遅延していた。

・実績報告書提出年月日 平成22年4月12日～20日

・実績報告書受理年月日 平成22年4月13日～20日

・額の確定年月日 平成22年5月20日

《改善意見》

補助金の額の確定は、実績報告書受理後20日以内に行う 補助金の額の確定に当たっては、速やかに行う

こと。 こととし、適正な事務処理に努めます。

《監査結果》

【額の確定において、審査方法等の改善が必要なもの】

補助金の額の確定において、提出を受けた実績報告書等

の書類のみでは、支出等の適否の判断や履行の確認を行う

ことができないにもかかわらず現地調査等を行っていない

ものがあった。

《改善意見》

額の確定に当たっては、補助金等交付規則第15条及び「補 補助金の額の確定に当たっては、現地調査の活

助事業等及び委託業務の実績報告に係る現地調査等の実施 用又は、履行確認の効率化を図り、適正な事務処

について（平成12年3月29日付け局総第704号）」により、現 理に努めます。

地調査等の活用を図ること、又は効率的な履行確認の方法

について検討すること。

(19) 院内保育所運営事業【保健福祉部】

《監査結果》

【補助金交付申請書等の添付書類の記載事項について検討

を要するもの】

補助金の交付決定に当たり、補助基本額から控除できる

保育料収入相当額に上限額が設定されていることから、そ

の限度額において交付申請書の添付書類としている保育料

収入相当額調に児童名等の必要事項を記載すれば十分であ

るにもかかわらず、上限額を超える保育料収入相当額に係

る児童名等の事項を記載させていることから、個人情報保

護、事務の効率化の観点から、検討を要する。

《改善意見》

書類を簡素化するなど効率的な事務の執行に努めること。 補助金交付申請において、従来添付していた様

式の提出を要しないこととしました。

《監査結果》

【補助金の額の確定が遅延しているもの】

補助金の額の確定の通知は、原則として当該補助事業等

に係る完了の実績報告書を受理した日から20日以内に行わ

なければならないが、これを遅延していた。

・実績報告書提出年月日 平成22年4月16日～4月20日

・実績報告書受理年月日 平成22年4月16日～4月20日

・額の確定年月日 平成22年5月24日

《改善意見》

補助金の額の確定は、実績報告書受理後20日以内に行う 補助金の額の確定に当たっては、速やかに行う

こと。 こととし、適正な事務処理に努めます。

《監査結果》

【額の確定において、審査方法等の改善が必要なもの】

補助金の額の確定において、提出を受けた実績報告書等

の書類のみでは、支出等の適否の判断や履行の確認を行う

ことができないにもかかわらず現地調査等を行っていない

ものがあった。

《改善意見》

額の確定に当たっては、補助金等交付規則第15条及び「補 補助金の額の確定に当たっては、現地調査の活
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助事業等及び委託業務の実績報告に係る現地調査等の実施 用又は、履行確認の効率化を図り、適正な事務処

について（平成12年3月29日付け局総第704号）」により、現 理に努めます。

地調査等の活用を図ること、又は効率的な履行確認の方法

について検討すること。

(20) 産科医療機関確保事業費【保健福祉部】

《監査結果》

【補助金の交付決定が遅延しているもの】

補助金の交付申請があったときは、当該申請の内容を調

査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、すみやか

に交付決定をしなければならないが、国庫補助金の通知か

ら交付決定までに、4箇月以上経過していた。

《改善意見》

補助金の交付決定は、国から国庫補助金の通知があった 補助金の交付決定に当たっては、速やかに行う

ときは、すみやかに交付事務を行うこと。 こととし、適正な事務処理に努めます。

《監査結果》

【補助金の交付決定手続が不適切なもの】

道内において事業を行う社会福祉法人が、補助金の交付

を受けようとするときは、申請書に財産目録や貸借対照表

等の書類を添えなければならないが、これが行われないま

ま交付決定を行っているものがあった（社会福祉法人の助

成に関する条例第4条参照）。

《改善意見》

補助事業の交付決定に当たり、交付申請書とともに、事 社会福祉法人に対する補助金の交付決定に当た

業計画書などのほか、財産目録などの計算書類を徴取し、 っては、交付申請書とともに財産目録などの計算

適期に補助事業者等の財務状況を把握すること。 書類を徴取し、補助事業者の財務状況の把握に努

めます。

《監査結果》

【額の確定において、審査方法等の改善が必要なもの】

補助金の額の確定において、提出を受けた実績報告書等

の書類のみでは、支出等の適否の判断や履行の確認を行う

ことができないにもかかわらず現地調査等を行っていない

ものがあった。

《改善意見》

額の確定に当たっては、補助金等交付規則第15条及び「補 補助金の額の確定に当たっては、現地調査の活

助事業等及び委託業務の実績報告に係る現地調査等の実施 用又は、履行確認の効率化を図り、適正な事務処

について（平成12年3月29日付け局総第704号）」により、現 理に努めます。

地調査等の活用を図ること、又は効率的な履行確認の方法

について検討すること。

(21) 公的病院等運営事業【保健福祉部】

《監査結果》

【補助金の交付決定手続が不適切なもの】

道内において事業を行う社会福祉法人が、補助金の交付

を受けようとするときは、申請書に財産目録や貸借対照表

等の書類を添えなければならないが、これが行われないま

ま交付決定を行っているものがあった（社会福祉法人の助

成に関する条例第4条参照）。

《改善意見》

補助事業の交付決定に当たり、交付申請書とともに、事 今後は、補助金の交付決定に当たり、交付申請

業計画書などのほか、財産目録などの計算書類を徴取し、 書とともに財産目録などの計算書類を徴取し、補

適期に補助事業者等の財務状況を把握すること。 助事業者の財務状況の把握に努めます。

《監査結果》

【現地調査の体制が不十分なもの】

補助金の額の確定に当たり、道職員の再就職者が在籍す

る団体に対して現地調査等を実施する場合には主査以上の

職位の者を含む複数名で実施する必要があるが、体制が不

十分なまま実施しているものがあった。

《改善意見》
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現地調査等を実施する場合には、「補助事業及び委託業務 補助金の額の確定に当たり、道職員の再就職者

の実績報告に係る現地調査等の実施について（平成12年3月 が在籍する団体に対して現地調査等を実施する場

29日局総第704号）」等に基づき、適切な体制で実施するこ 合には、関係通知等に基づき、適切な体制で実施

と。 します。

(22) 地域医療サポートセンター整備事業【保健福祉部】

《監査結果》

【補助基準の内容が不明確なもの】

研修会等開催事業において、研修の内容により3項目の補

助基準額の適用があるが、この基準ごとの研修内容が明確

となっていないことから、補助基準ごとの取扱いについて

検討する必要がある。

・基準額

①高度・専門的な研修会等 300,000円／回

②研修会及び症例検討会等 200,000円／回

③院内で開催する研修会及び症例検討会等 100,000円／回

《改善意見》

補助基準の内容を明確にすること。 補助対象となる研修内容を見直し、補助基準を

明確にしました。

《監査結果》

【補助金の交付決定が遅延しているもの】

補助金の交付決定が年度末となっていることから、早期

に、補助金の交付申請書を提出させるなどし、交付決定が

遅延しないよう事務手続の改善を要する。

・補助金の交付申請年月日 平成22年3月19日

・補助金の交付決定年月日 平成22年3月31日

《改善意見》

補助金の交付申請書を早期に提出させるとともに、補助 補助金の交付決定に当たっては、速やかに行う

金の交付決定は、申請書受理後速やかに行うこと。 こととし、適正な事務処理に努めます。

《監査結果》

【補助金の交付決定手続が不適切なもの】

道内において事業を行う社会福祉法人が、補助金の交付

を受けようとするときは、申請書に財産目録や貸借対照表

等の書類を添えなければならないが、これが行われないま

ま交付決定を行っているものがあった（社会福祉法人の助

成に関する条例第4条参照）

《改善意見》

補助事業の交付決定に当たり、交付申請書とともに、事 社会福祉法人に対する補助金の交付決定に当た

業計画書などのほか、財産目録などの計算書類を徴取し、 っては、交付申請書とともに財産目録などの計算

適期に補助事業者等の財務状況を把握すること。 書類を徴収し、補助事業者の財務状況の把握に努

めます。

《監査結果》

【補助金の額の確定が遅延しているもの】

補助金の額の確定の通知は、原則として当該補助事業等

に係る完了の実績報告書を受理した日から20日以内に行わ

なければならないが、これを遅延していた。

・実績報告書提出年月日 平成22年4月20日

・実績報告書受理年月日 平成22年4月20日

・額の確定年月日 平成22年5月12日

《改善意見》

補助金の額の確定は、実績報告書受理後20日以内に行う 補助金の額の確定に当たっては、関係法令を遵

こと。 守し、適正な事務処理に努めます。

《監査結果》

【額の確定において、審査方法等の改善が必要なもの】

補助金の額の確定において、提出を受けた実績報告書等

の書類のみでは、支出等の適否の判断や履行の確認を行う

ことができないにもかかわらず現地調査等を行っていない

ものがあった。
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《改善意見》

額の確定に当たっては、補助金等交付規則第15条及び「補 補助金の額の確定に当たっては、現地調査の活

助事業等及び委託業務の実績報告に係る現地調査等の実施 用又は、履行確認の効率化を図り、適正な事務処

について（平成12年3月29日付け局総第704号）」により、現 理に努めます。

地調査等の活用を図ること、又は効率的な履行確認の方法

について検討すること。

(23) 看護職員研修事業【保健福祉部】

《監査結果》

【補助事業等の内容が不明確なもの】

補助事業等の内容や補助対象経費等については、補助金

交付要綱等で明確にしなければならないが、これを行って

いなかった。

《改善意見》

補助金交付要綱等において補助事業等の内容を具体的に 補助事業の実施に当たっては、交付要綱等にお

示し、必要な対象経費について節科目を示すなど、明確化 いて、事業内容を具体的に示し、必要な対象経費

を図ること。 について節科目を示すなど、適正な事務処理に努

めます。

《監査結果》

【内部留保水準を超えているもの】

特例民法法人の内部留保水準は、30%程度以下であること

が望ましいとされているが（「公益法人の設立許可及び指導

監督基準の運用指針」（平成8年12月19日公益法人等の指導

監督等に関する関係閣僚会議幹事会申合せ））、補助事業者

の内部留保水準は、これを超えていた。

《改善意見》

今後、補助金の交付決定等に当たり、内部留保の状況を 補助金の交付決定に当たっては、内部留保の状

十分考慮すること。 況を考慮するなど、適正な事務処理に努めます。

(24) 公衆浴場設備整備事業【保健福祉部】

《監査結果》

【予算要求書と交付要綱の記載内容が合っていないもの】

予算要求書においては、「衛生水準の向上を図りながら、

原油依存の体質から脱却するための積極的なエネルギー転

換を図るため」としており、他方、平成21年度公衆浴場設

備整備費補助金交付要綱においては「公衆浴場が、近年、

経営困難な傾向にあることから、その経営の安定を図るた

め」としており、その理念、目的が異なっていた。

《改善意見》

補助金交付要綱について、予算要求書に記載された内容 事業目的を精査の上、補助金交付要綱と予算要

と整合性を図るようにすること。 求書の整合性を図りました。

《監査結果》

【他の補助金等の取扱いが不明確なもの】

間接補助事業者等である公衆浴場の経営者に対し、他の

自治体が道と同一の補助対象経費について補助を行ってい

るものがあった。

《改善意見》

額の確定に当たり、事業精算書等関係書類を十分精査す 額の確定に当たっては、事業精算書等関係書類

るとともに、制度上道の補助金と同時に他の自治体の補助 を十分精査することとし、制度上道の補助金と同

金等の受給を認めているのであれば、要綱等への記載を検 時に他の自治体の補助金等の受給を認めているこ

討すること。 とから、誤解等が生じないよう補助金の事務手続

に併せて要綱等による周知を図りました。

(25) 公衆浴場老人等開放促進事業【保健福祉部】

《監査結果》

【補助金の交付事務が不適切なものなど】

告示を省略した通知において、「65歳以上の高齢者と12歳

未満の子どもを対象に公衆浴場を無料で開放」としており、

普通浴場に限らず道内の公衆浴場全てを対象としているが、

補助事業者等は、普通浴場経営者である組合員（289件）の
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ほか、これまで参加実績のある普通浴場経営者（53件）に

対してのみ周知していた。

また、補助対象経費は「道内の公衆浴場を借り受ける経

費」としているが、実際には、補助事業者等と各公衆浴場

の経営者との間に貸借関係はなく、趣旨に賛同する各公衆

浴場の経営者に対し、一律18,000円を助成（間接補助）し

ていた。

なお、補助事業者等としては、本補助事業を間接補助事

業等と認識し、長年に亘りこのように実施してきたもので

ある。

《改善意見》

告示による周知を図り、本来の補助制度の趣旨を踏まえ、 補助事業者等には、告示による周知を図り、的

補助金等交付規則及び同運用方針の趣旨に沿って、的確な 確な審査・事務処理、補助事業者に対する適切な

審査や適切な事務処理を行うとともに、補助事業者等に対 事務処理の指導に努めます。

し適切な事務処理を行うよう指導すること、又は実態を踏

まえて補助制度自体の見直しを行うこと。

《監査結果》

【補助事業者等の会計処理が不適切なもの】

補助事業者等の定款上は、財産目録、貸借対照表を作成

することとしているが、財産目録は会計全体については作

成されておらず、貸借対照表は作成されていなかった。

また、特に根拠もなく一般会計は複式簿記、特別会計（補

助金等）は単式簿記で処理していた。

《改善意見》

補助金の執行において、財務諸表などにより補助事業者 補助金の執行に当たっては、補助事業者等の定

等が、定款等を踏まえた適切な会計処理を行っているかど 款等を踏まえ会計処理が適切に行われるよう、十

うか十分に確認するとともに、補助事業者等に対し、適切 分に確認するとともに、適切な指導に努めます。

に指導すること。

(26) 北海道社会福祉協議会運営事業【保健福祉部】

《監査結果》

【補助事業等所管部門と法人指導検査部門との連携が十分

図られていないもの】

部内の法人指導検査部門から、当該補助事業者等に対し

て、不適切な法人運営や経理処理等について文書指導がな

されていたが、補助事業等の所管課として、指導内容やそ

の後における補助事業者等の措置状況等について、十分把

握しないまま、補助金の交付手続等を行っていた。

《改善意見》

部内関係課と日常的に連携を図り、補助金の交付決定等 社会福祉法人の経理処理等、補助事業の執行に

において、補助事業者等に対する指導内容や措置状況を十 必要な指導内容や措置状況について十分把握した

分に考慮すること。 上で補助金の交付手続等を行うよう、部内関係課

の連携を徹底するよう努めます。

(27) 地域福祉生活支援センター運営事業【保健福祉部】

《監査結果》

【補助金の交付要綱が不適切なものなど】

交付要綱において、財産処分制限の対象を「補助事業に

より取得し、又は効用の増加した価格が30万円以上の機械

及び器具」としていながら、他方で対象経費として「備品

購入費（単価30万円以上の備品を除く。）」としており、ま

た、指令書において、財産処分制限の対象を「補助事業に

より取得し、又は効用の増加した価格が50万円以上の機械

及び器具」としており、要綱自体に齟齬があり、指令書が

要綱と合致しない内容となっていた。

《改善意見》

補助金等交付規則及び同運用方針等の法令等を踏まえ、 交付要綱の制定等に当たっては、関係法令等を

交付要綱の内容を十分に精査するとともに、指令書に付す 踏まえ内容を十分精査するとともに、指令書との

る交付条件は交付要綱と整合性を図るようにすること。 整合を図るなど、適正な事務処理に努めます。

《監査結果》
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【補助事業者の物品購入手続が不適切なもの】

補助事業者等の経理規程において、10万円以上の契約を

する場合、随意契約であっても2者以上の見積書が必要であ

り、証憑書類として保管する必要があるが、他社の見積書

を保管しておらず、また、備品（取得価格1万円以上）購入

時に納品検査を行い、備品・固定資産物品等納入検査報告

書により報告する必要があるが、これらを行っていないも

のがあった。

《改善意見》

補助事業者に対し、経理規程等に基づき適切に物品購入 補助事業者に対し、関係規程に基づく適切な事

手続を行うよう指導すること。 務処理について指導していきます。

《監査結果》

【現地調査等の体制が不十分なもの】

補助金の額の確定に当たり、道職員の再就職者が在籍す

る団体に対して現地調査等を実施する場合には主査以上の

職位の者を含む複数名で実施する必要があるが、体制が不

十分なまま実施していた。

《改善意見》

現地調査等を実施する場合には、「補助事業等及び委託業 補助金の額の確定に当たり、道職員の再就職者

務の実績報告に係る現地調査等の実施について（平成12年3 が在籍する団体に対して現地調査等を実施する場

月29日局総第704号）」等に基づき、適切な体制で実施する 合には、関係通知等に基づき、適切な体制で実施

こと。 します。

(28) 生活福祉資金貸付事業費補助金【保健福祉部】

《監査結果》

【間接補助事業に係る実績報告書等の審査が不十分なもの】

補助事業者等が間接補助事業者等からの提出を受けて行

う実績報告書等の審査において、これらの書類のみでは、

支出等の適否の判断や履行の確認を行うことができなかっ

た。

《改善意見》

補助金の適切な事業執行を担保するため、補助事業者等 補助事業者等が間接補助事業者等に対し、指導

が間接補助事業者等に対し、指導監督すべき基準及びそれ 監督すべき基準及びそれに基づき調査すべき事項

に基づき調査すべき事項等を、当該補助事業者等に明らか 等を、当該補助事業者等に明らかにするとともに、

にするとともに、補助事業者等に対し、適切な事務処理を 補助事業者に対し適切な事務処理を行うよう指導

行うよう指導すること。 しました。

また、状況に応じて、補助金の最終受領者である間接補 また、状況に応じて、間接補助事業者に対する

助事業者に対する調査等の実施（法第221条第2項）につい 調査の実施についても検討することとしました。

ても検討すること。

(29) 明るい長寿社会づくり推進事業【保健福祉部】

《監査結果》

【補助事業等の内容が不明確なものなど】

告示を省略した場合の通知において、「高齢者社会活動に

ついての啓発及び普及事業費」など補助対象経費が明確に

記載されておらず、また補助の目的である「高齢者」の定

義が記載されていないため、60歳以上か65歳以上か判断で

きない。

《改善意見》

告示による周知を図るとともに、補助金交付要綱等にお 告示による周知を図るとともに、補助事業の実

いて補助事業等の内容を具体的に示し、必要な対象経費に 施において、補助金交付要綱等を作成し、補助事

ついて節科目を示すなど、明確化を図ること。 業の内容、必要な対象経費の節科目を示しました。

《監査結果》

【補助金の交付事務が不適切なもの】

補助事業者等に対する指令書において、補助事業者等は、

間接補助事業者等に対する間接補助金等の交付決定に当た

っては、補助金の交付決定の際に付けた条件と同一の条件

を付けなければならない旨明記しているが、補助事業者等

においてこれを行っていなかった。

《改善意見》
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補助金等交付規則及び同運用方針の趣旨に沿って、的確 間接補助事業者等に対する間接補助金等の交付

な審査や適切な事務処理を行うとともに、補助事業者等に 決定に当たっては、補助事業者に対し、道が補助

対し適切な事務処理を行うよう指導すること。 金の交付決定の際に付けた条件と同一の条件を付

けるとともに、適切な事務処理を行うよう指導し

ていきます。

(30) 視覚障害者情報提供施設運営事業（点字図書館運営事

業）【保健福祉部】

《監査結果》

【補助基準額の単価改定に係る事務処理が不適切なもの】

当該補助金は、国が所管する身体障害者保護費国庫負担

金交付要綱における補助基準額の単価に基づき、同一単価

で交付されているが、国が単価改定を行った際、道として

一時的に単価改定を保留している経過があり、その際、保

留した事由等を明確にしていなかった。

《改善意見》

国の交付要綱において、補助基準額の単価改定があり、 国の交付要綱改正において、道として当該改正

道として一時的に単価改定を保留する場合は、その事由や 内容を保留する場合に当たっては、その事由や経

経過を明確にしておくこと。 過等について、明確にすることとしました。

《監査結果》

【補助金の交付決定手続が不適切なもの】

道内において事業を行う社会福祉法人が、補助金の交付

を受けようとするときは、申請書に財産目録や貸借対照表

等の書類を添えなければならないが、これが行われないま

ま、交付決定を行っていた（社会福祉法人の助成に関する

条例第4条）。

《改善意見》

補助事業等の交付決定に当たり、交付申請書とともに、 社会福祉法人に対する補助金の交付決定に当た

事業計画書などのほか、財産目録などの計算書類を徴取し、 っては、交付申請書とともに財産目録などの計算

適期に補助事業者等の財務状況を把握すること。 書類を徴取し、補助事業者の財務状況の把握に努

めます。

《監査結果》

【額の確定において、審査方法等の改善が必要なもの】

補助金の額の確定において、提出を受けた実績報告書等

の書類のみでは、支出等の適否の判断や履行の確認を行う

ことができないにもかかわらず現地調査等を行っていなか

った。

《改善意見》

額の確定に当たっては、補助金等交付規則第15条及び「補 補助金の額の確定に当たっては、現地調査の活

助事業等及び委託業務の実績報告に係る現地調査等の実施 用又は、履行確認の効率化を図り、適正な事務処

について（平成12年3月29日付け局総第704号）」により、現 理に努めます。

地調査等の活用を図ること、又は効率的な履行確認の方法

等について検討すること。

(31) 身体障害者補助犬育成事業【保健福祉部】

《監査結果》

【補助金の交付決定が遅延しているものなど】

身体障害者補助犬育成事業において、国費の交付決定通

知が8月下旬であったが、交付決定の決裁等に時間を要し、

交付決定が12月上旬となっていた。

《改善意見》

国より補助金の交付決定通知があったときは、速やかに 国の補助金の交付決定通知を受けた際は、関係

交付事務を行うこと。 法令等に基づき、速やかな交付事務の処理に努め

ます。

(32) 北海道母子寡婦福祉連合会運営事業【保健福祉部】

《監査結果》

【補助事業等の内容が不明確なものなど】

補助事業等の内容や補助対象経費等については、補助金

交付要綱等で明確にしなければならないが、これを行って
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いなかった。

《改善意見》

補助金交付要綱等において補助事業等の内容を具体的に 補助事業の実施に当たっては、交付要綱等にお

示し、必要な対象経費について節科目を示すなど、明確化 いて、具体的な事業内容を示し、必要な対象経費

を図ること。 について節科目を示すなど、明確化を図りました。

《監査結果》

【補助金の交付決定手続が不適切なもの】

道内において事業を行う社会福祉法人が、補助金の交付

を受けようとするときは、申請書に財産目録や貸借対照表

等の書類を添えなければならないが、これが行われないま

ま交付決定を行っていた（社会福祉法人の助成に関する条

例第4条参照）。

なお、道が補助事業者等から入手した貸借対照表等の書

類は、補助事業者等が会議のために作成した資料であり

（2010年全道単位会会長会議資料）、財産目録が添付されて

いないほか、貸借対照表に応急生活資金会計、洗濯事業会

計に関する記載が欠落しているなど、財務状況を把握する

ためには不十分なものであった。

《改善意見》

補助事業等の交付決定に当たり、交付申請書とともに、 社会福祉法人に対する補助金の交付決定に当た

事業計画書などのほか、財産目録などの計算書類を徴取し、 っては、交付申請書とともに財産目録などの計算

適期に補助事業者等の財務状況を把握すること。 書類を徴取し、補助事業者の財務状況の把握に努

めます。

《監査結果》

【額の確定において、審査方法等の改善が必要なもの】

補助金の額の確定において、提出を受けた実績報告書等

の書類のみでは、支出等の適否の判断や履行の確認を行う

ことができないにもかかわらず、現地調査等を行わないま

ま額の確定を行っていた。

なお、補助額に影響はないが、補助事業者等に次の経理

処理上の誤りがあった。

・時間外手当の支給事務において、特段の理由もなく、複

数月分を一度に前払いしていた。

・給与規程等に根拠のない手当を支給していた。

・光熱水費は、本部会計と按分すべきであるが、これを行

わず、すべて補助対象経費（施設会計）として計上して

いた。

《改善意見》

額の確定に当たっては、補助金等交付規則第15条及び「補 補助金の額の確定に当たっては、現地調査等に

助事業等及び委託業務の実績報告に係る現地調査等の実施 よる事実確認を行うなど、関係法令等を遵守し、

について（平成12年3月29日付け局総第704号出納局長通知）」適正な事務処理に努めます。

等に基づき、適切に現地調査等を実施するとともに、補助 また、当該事業者には運営内容の透明性を確保

事業者等に対して適切な事務処理を行うよう指導すること。 するため、公認会計士等による外部監査の活用に

また、法人運営の透明性確保の観点から、社会福祉法人 ついて指導しました。

審査基準（21.4.30社援発第430002号厚生労働省社会・援護

局長ほか連名通知別紙）の趣旨を踏まえ、公認会計士等に

よる外部監査の活用を積極的に行うよう指導すること。

《監査結果》

【多額の資産を保有しているもの】

補助事業者等が作成した貸借対照表（総括表）によれば、

特別生活資金貸付会計として、2億8,000万円相当を保有し

ているが、これは、昭和50年代に道が行った補助金（特別

生活資金（冬期生活資金 合計1億9,500万円））が原資とな

ったものである。

運用の実態について明確ではないが、道費が原資となっ

た当面支出予定のない資産を保有していることから、補助

金のあり方、交付額の算定、概算払の要否等について、十

分な検討を行う必要がある。

《改善意見》
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補助事業者等には、当面支出予定のない多額の資産が認 現在保有している資産の適正な運用などを含め、

められるので、補助のあり方などについて、十分な検討を 補助事業の実施に当たって必要な検討を行うこと

行うこと。 としました。

(33) 北海道中小企業団体中央会指導事業費補助金【経済部】

《監査結果》

【補助対象経費が不明確なもの】

補助事業等のうち、地域産業実態調査事業については、「北

海道中小企業団体中央会指導事業費補助金の運用取扱いに

ついて」により調査方法等が定められているが、調査とは

直接関係のない研修会開催経費について、明確な規定がな

いにもかかわらず補助対象経費としていた。

《改善意見》

要綱等において、補助対象経費を明確に示すこと。 要綱等において、補助対象経費を明確に示すこ

ととしました。

《監査結果》

【中間報告書の内容が不十分なもの】

交付要綱により、年度途中で事業の遂行状況報告書を提

出することとなっているが、経費区分ごとの支出済額のみ

を報告する様式となっており、中間報告の必要性が不明確

なものとなっていた。

《改善意見》

中間報告の必要性や内容について、検討すること。 要綱等の改正を行い、中間報告において年度途

中の事業遂行状況が把握できるようにしました。

(34) 商工会議所指導事業【経済部】

《監査結果》

【概算払が不適切なもの】

補助金の概算払は、資金収支計画を勘案し適期に支払う

こととされているが、資金収支計画書上、借入金（会計間

融通）が計上されており、資金収支計画書のみでは補助事

業等の遂行上、概算払の必要性があると判断できないにも

かかわらず、概算払の必要性を書面上整理しないまま、資

金収支計画書どおり概算払をすることを決定していた。

そのため、不要な概算払を行うこととなり、6月、9月、

12月、3月末の資金残高が、当該月の概算払額848万円余を

上回り、1,000万円を超えるものとなっていた。

《改善意見》

補助金の概算払は、支出の特例であることから、補助事 今後は、本事業の遂行状況等を勘案し、その必

業者等の財務状況を踏まえ、当該事業の遂行状況を勘案し、 要性を十分に検討したうえで概算払を行います。

その必要性を十分に検討すること。

(35) 商店街振興対策事業【経済部】

《監査結果》

【間接補助事業者からの実績報告書等の審査が不十分なも

の】

間接補助事業等において、事業完了のときは、間接補助

事業者等から実績報告書等を求めて審査しているが、その

際、事業等の適正な履行の確認が不十分なものがあった。

《改善意見》

補助事業者等は、間接補助事業者等から実績報告書等の 間接補助事業者からの実績報告書の審査に当た

審査においては、支払を証する支出証拠書類の提出を求め っては、支出証拠書類等の徴取や現地調査を実施

るなどし、また、細部にわたる事実確認や支出等の適否を するなど、適切な事務処理を行うよう、当該団体

判断できない場合は、現地調査等を実施するよう指導する に対し指導しました。

こと。

(36) 地域人材開発センター事業【経済部】

《監査結果》

【固定的経費の按分について検討が必要なもの】

光熱水費などの固定的経費については、補助対象事業等

で使用する面積とその他の面積の割合等、合理的な按分に
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基づき補助対象経費を算出しているが、電話料、コピー機

のリース料等については、従前の按分率をそのまま現在も

採用し、補助対象経費として認めていた。

《改善意見》

事業費補助の考えに基づき、事業実態に応じた固定的経 電話料、コピー機のリース料等については、使

費の按分率について検討するよう指導を行うこと。 用状況に即した按分率とするよう指導しました。

(37) 次世代人材職業体験推進事業【経済部】

《監査結果》

【現地調査等の体制が不十分なもの】

補助金の額の確定に当たり、道職員の再就職者が在籍す

る団体に対して現地調査等を実施する場合には主査以上の

職位の者を含む複数名で実施する必要があるが、体制が不

十分なまま実施していた。

《改善意見》

現地調査等を実施する場合には、「補助事業等及び委託業 補助金の額の確定に当たり、道職員の再就職者

務の実績報告に係る現地調査等の実施について（平成12年 が在籍する団体に対して現地調査等を実施する場

３月29日局総第704号）等に基づき、適切な体制で実施する 合には、関係通知等に基づき、適切な体制で実施

こと。 します。

(38) 酪農ヘルパー事業基金造成事業【農政部】

《監査結果》

【他の事業に充当している経費の確認をしていないもの】

当該事業は、酪農ヘルパー事業円滑化対策事業を遂行す

るために、補助事業者等が独立行政法人Ａからの補助金と

生乳生産者団体及び酪農家等からの拠出金で造成する基金

に、道も基金造成補助金を交付するものである。

補助事業者等が、この基金を取り崩し、酪農ヘルパー事

業円滑化対策事業に要する経費に充当しているが、道は、

この執行額について、現地調査等を行っていなかった。

《改善意見》

基金を取り崩し、酪農ヘルパー事業円滑化対策事業に要 酪農ヘルパー事業円滑化対策事業を行う補助事

する経費に充てていることから、この基金の執行額につい 業者等に対し、現地調査を行うともに、全道の各

て、現地調査等により確認すること。 地区酪農ヘルパー利用組合については抽出の上、

現地調査を行うこととしました。

(39) 北海道農業会議活動促進事業【農政部】

《監査結果》

【会議の運営に関し改善を要するもの】

常任会議の開催状況によると、常任会議員24名のうち特

定の団体から推薦を受けた2名については、年度を通じて一

度も出席していなかった。

《改善意見》

次期、常任会議員の改選期（任期3年間）においては、会 補助事業者等に対し、団体からの推薦会議員に

議に出席が可能な者を選任するよう補助事業者等を指導す ついて、常任会議員会議に出席するよう指導する

ること。 とともに、常任会議員の選任については、常任会

議員会議に出席が可能な者を選任するよう指導し

ました。

（40）漁船海難防止対策事業【水産林務部】

《監査結果》

【補助事業等の内容が不明確なもの】

補助事業等の内容や補助対象経費等については、補助金

交付要綱等で明確にしなければならないが、これを行って

いなかった。

≪改善意見≫

補助金交付要綱等において補助事業等の内容を具体的に 補助事業等の実施に当たっては、補助金の交付

示し、必要な対象経費について節科目を示すなど、明確化 通知において補助事業等の内容を具体的に示し、

を図ること。 必要な対象経費について節科目を示すなど明確化

を図りました。

《監査結果》
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【間接補助事業等の交付決定時等の審査が不十分なもの】

補助事業者等が行う間接補助事業等の交付要綱等を十分

確認して審査を行わなかったことから過大に間接補助金が

交付されているものがあったにもかかわらず、そのまま補

助事業等の額の確定を行っていた。

≪改善意見≫

補助事業者等が行う間接補助事業等の内容を十分把握し、 補助金の額の確定に当たっては、補助事業者等

適切な補助事業等の額の確定を行うこと。 が行う間接補助事業等の交付要綱等を十分に確認

し、間接補助事業等の内容を十分に把握して、適

切に行うよう改善しました。

なお、補助金について精査した結果、補助基準

額の範囲内のため、過大に支出されていないこと

を確認しました。

－委託業務－

(1) 北海道救急医療・広域災害情報システムの管理、運営

に関する業務【保健福祉部】

《監査結果》

【現地調査の体制が不十分なもの】

委託料の額の確定に当たり、道職員の再就職者が在籍す

る団体に対して現地調査等を実施する場合には、主査以上

の職位の者を含む複数名で実施する必要があるが、体制が

不十分なまま実施していた。

《改善意見》

現地調査等を実施する場合には、「補助事業及び委託業務 委託料の額の確定に当たり、道職員の再就職者

の実績報告に係る現地調査等の実施について（平成12年3月 が在籍する団体に対して現地調査等を実施する場

29日局総第704号）」等に基づき、適切な体制で実施するこ 合には、関係通知等に基づき、適切な体制で実施

と。 します。

《監査結果》

【委託により取得した物件についての事務手続が不適切な

もの】

委託業務により取得した物件については、速やかに、道

に通知しなければならないが、受託者の規程では消耗品に

該当する物件のため、道に通知していなかった。

《改善意見》

契約内容について、消耗品の定義を明らかにし、適切な 委託契約の締結に当たっては、消耗品の定義を

指導を行うこと。 明確にするとともに、適切な指導を行います。

(2) ナースセンター運営事業【保健福祉部】

《監査結果》

【委託業務処理要領の内容が不明確なもの】

業務を委託しようとするときは、契約書及び委託業務処

理要領において、具体的な業務処理の方法を明らかにする

必要があるが、業務内容や、講習会・運営委員会・相談事

業等に係る開催回数及び場所などの記載が、不明確であっ

た。

《改善意見》

業務の委託に当たっては、契約書及び委託業務処理要領 業務委託に当たっては、契約書及び委託業務処

に、具体的な業務処理の方法等を明記すること。 理要領に、具体的な業務処理の方法等を明記しま

した。

(3) 地域医療支援センター運営事業【保健福祉部】

《監査結果》

【委託業務の内容について検討を要するもの】

委託料の積算において、道が決定した自治体病院等の公

的医療機関への医師派遣に係る欠員補充見合い分の人件費

（医師）として3,200万円（＠800万円×4人分）計上してい

るが、委託業務処理要領には、積算にはない業務（派遣医

師への技術的助言・休暇取得時等の代診、医師不足地域へ

の診療支援等）も含まれている。
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これは、大学側の厚意によるもの又は委託にかかわりな

く大学が独自の判断で従来より実施してきた業務であるこ

となどを考慮し、委託業務の内容としての是非を十分検討

する必要がある。

《改善意見》

地域医療支援センター運営業務に関する委託業務の実施 委託契約に当たっては、委託業務内容の是非を

において、業務内容を十分に検討すること。 十分に検討して実施することとしました。

《監査結果》

【額の確定において、検査方法等の改善が必要なもの】

実績報告書等の書類のみでは、細部にわたる事実確認や

支出等の判断を行うことができないにもかかわらず、現地

調査等を行っていないものがあった。

《改善意見》

額の確定に当たっては、業務委託事務取扱要綱10及び「補 委託料の額の確定に当たっては、現地調査の活

助事業等及び委託業務の実績報告に係る現地調査等の実施 用又は、履行確認の効率化を図り、適正な事務処

について（平成12年3月29日付け局総第704号）」により、現 理に努めます。

地調査等の活用を図ること、又は効率的な履行確認の方法

等について検討すること。

(4) エイズ患者／ＨＩＶ感染者・家族支援調査研究事業【保

健福祉部】

《監査結果》

【実績報告書等の提出が遅延しているもの】

委託契約書において、「委託業務を完了したときは速やか

に当該委託業務の処理成果を記載した実績報告書及び収支

精算書を提出しなければならない。」とされているが、これ

らの提出が遅延していた。

・事業完了日 平成22年3月31日

・実績報告書受理年月日 平成22年5月11日

《改善意見》

受託者に対して、当該委託業務が完了したときは、速や 受託者に対して、当該委託業務が完了したとき

かに、実績報告書及び収支精算書を提出するよう指導する は、速やかに実績報告書及び収支精算書を提出す

必要があった。 るよう指導しました。

《監査結果》

【額の確定において、検査方法等の改善が必要なもの】

実績報告書等の書類のみでは、細部にわたる事実確認や

支出等の判断を行うことができないにもかかわらず、現地

調査等を行っていなかった。

《改善意見》

額の確定に当たっては、業務委託事務取扱要綱10及び「補 委託料の額の確定に当たっては、現地調査の活

助事業等及び委託業務の実績報告に係る現地調査等の実施 用又は、履行確認の効率化を図り、適正な事務処

について（平成12年3月29日付け局総第704号）」により、現 理に努めます。

地調査等の活用を図ること、又は効率的な履行確認の方法

等について検討すること。

(5) 北海道福祉人材センター運営事業【保健福祉部】

《監査結果》

【再委託契約の承諾に係る事務手続が不適切なもの】

委託契約において、再委託等の禁止条項はあるが、書面

による承諾を得た場合は、この限りではないと規定してい

る。当該委託契約では受託者から再委託の承認申請が提出

され、その申請書に記載された理由をもって再委託を認め

ていた。

《改善意見》

再委託を承認する場合、承認申請書のほか、再委託先と 再委託の承認に当たっては、再委託内容がわか

の契約書（案）や事業内容を示した書面を徴するなど、事 る関係書類を徴すること等により、事業実施要領

業実施要領に沿った再委託であるか、確認すること。 に沿った再委託であるか確認することとしました。

《監査結果》

【再委託先の委託料に係る執行状況の確認を行っていない
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もの】

委託料の確定に当たっては、提出された実績報告書によ

り現地調査を実施の上、適正の可否判断を行っているが、

再委託先に要した委託金額についての確認が明確でなかっ

た。

《改善意見》

委託料については実支出額をもって委託料の額としてい 委託料の額の確定に当たっては、再委託先から

ることから、再委託先における実支出額についても、再委 提出された実績報告等により、再委託先における

託先から受託者に提出された実績報告等により確認するこ 委託料の執行状況について確認することとしまし

と。 た。

《監査結果》

【現地調査等の体制が不十分なもの】

委託料の額の確定に当たり、道職員の再就職者が在籍す

る団体に対して現地調査等を実施する場合には主査以上の

職位の者を含む複数名で実施する必要があるが、体制が不

十分なまま実施していた。

《改善意見》

現地調査等を実施する場合には、「補助事業等及び委託業 委託料の額の確定に当たり、道職員の再就職者

務の実績報告に係る現地調査等の実施について（平成12年3 が在籍する団体に対して現地調査等を実施する場

月29日局総第704号）」等に基づき、適切な体制で実施する 合には、関係通知等に基づき、適切な体制で実施

こと。 します。

(6) 介護知識・技術等普及促進事業【保健福祉部】

《監査結果》

【現地調査等における体制が不十分なもの】

委託料の額の確定に当たり、道職員の再就職者が在籍す

る団体に対して現地調査等を実施する場合には主査以上の

職位の者を含む複数名で実施する必要があるが、体制が不

十分なまま実施していた。

《改善意見》

現地調査等を実施する場合には、「補助事業等及び委託業 委託料の額の確定に当たり、道職員の再就職者

務の実績報告に係る現地調査等の実施について（平成12年3 が在籍する団体に対して現地調査等を実施する場

月29日局総第704号）」等に基づき、適切な体制で実施する 合には、関係通知等に基づき、適切な体制で実施

こと。 します。

(7) 北海道高齢者総合相談・虐待防止センター運営事業【保

健福祉部】

《監査結果》

【流用の手続が不適切なもの】

委託契約において、委託契約書別表に掲げる委託料の費

目間の10%を超える流用を行う場合、あらかじめ書面により

道に申請し承認を得なければならないが、一部の経費につ

いてこれを行っていなかった。

《改善意見》

委託契約書別表に掲げる費目間の10％を超える流用を行 費目間の流用を行う場合に当たっては、受託者

う場合、契約書に基づき事前に道に対し申請し、承認を得 に対し、契約書に基づき事前に道に対し申請し、

るよう受託者に対し適切に指導すること。 承認を得るよう適切に指導しました。

《監査結果》

【現地調査等に係る記載が不適切なもの】

額の確定において、現地調査等を実施した場合は、決定

書に調査実施年月日、調査員名、主な調査書類名及び調査

の結果を記載しなければならないが、調査員2名で実施して

いたにもかかわらず、1名分しか記載せず、調査書類名、調

査結果も記載していなかった。

《改善意見》

現地調査等を実施した場合は、法令等に基づき、額の確 今後、委託料の額の確定において、現地調査等

定に係る決定書に適切に調査の結果等を記載すること。 を実施した場合には、法令等に基づき、額の確定

に係る決定書に適切に調査の結果等を記載するこ

ととします。
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(8) 北海道発達障害者支援センター運営事業【保健福祉部】

《監査結果》

【現地調査等に係る記載が不適切なもの】

額の確定において、現地調査等を実施した場合は、決定

書に調査実施年月日、調査員名、主な調査書類名及び調査

の結果を記載しなければならないが、調査書類名等につい

て記載していなかった。

《改善意見》

現地調査等を実施した場合は、法令等に基づき、額の確 今後、委託料の額の確定において、現地調査等

定に係る決定書に適切に調査の結果等を記載すること。 を実施した場合には、法令等に基づき、額の確定

に係る決定書に適切に調査の結果等を記載するこ

ととします。

(9) 精神障がい者地域生活支援事業（地域移行研修事業）【保

健福祉部】

《監査結果》

【契約内容の改善が必要なもの】

委託料の費目名について、委託契約書においては、人件

費、管理費及び活動費であるが、委託業務処理要領におい

ては人件費、事業費及び事務費となっており、不整合とな

っていた。

《改善意見》

契約書及び委託業務処理要領において、費目を統一する 委託料の費目名においては、契約書及び委託業

こと。 務処理要領の記載を統一しました。

《監査結果》

【流用の手続が不適切なもの】

委託料の使用に当たっては、委託業務処理要領に掲げる

委託料の費目の区分に応じて使用しなければならず、あら

かじめ書面により申請し、その承認を得た場合は費目間の

流用を可能としているが、受託者はその手続を認識してい

なかったため、手続が事後となっていた。

《改善意見》

事業及び契約内容について説明し、費目間流用などの手 受託者に対し、事業及び契約内容について説明

続について、適切に行われるよう指導すること。 を行うとともに、費目間流用の手続などについて、

契約の定めにより適切に行われるよう指導しまし

た。

(10) ひきこもり対策推進事業委託業務【保健福祉部】

《監査結果》

【契約内容の改善が必要なもの】

受託者が変更となった場合において、ひきこもり状態に

ある本人や家族への支援について、契約書に前受託者から

現受託者への引継ぎ義務が明記されていなかった。

《改善意見》

受託者が変更となった場合、契約書に前受託者から現受 受託者が変更となった場合において、前受託者

託者への引継ぎに関する条項を盛り込むことを検討するこ から現受託者への引継ぎ義務に関する事項を、契

と。 約書に明記しました。

《監査結果》

【流用の手続が不適切なもの】

委託料の使用にあたっては、委託業務処理要領に掲げる

委託料の費目の区分に応じて使用しなければならず、あら

かじめ書面により申請し、その承認を得た場合は費目間の

流用を可能としているが、受託者はその手続を認識してい

なかったため、手続が事後となっていた。

《改善意見》

事業及び契約内容について説明し、費目間流用などの手 受託者に対し、事業及び契約内容について説明

続について、適切に行われるよう指導すること。 を行うとともに、費目間流用の手続などについて、

契約の定めにより適切に行われるよう指導しまし

た。
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(11) 児童家庭支援センター運営事業【保健福祉部】

《監査結果》

【委託契約書に供与物品の条項が明示されていないもの】

供与物品がある場合においては、委託契約書に供与物品

名等を明示しなければならないが、この条項が欠落してい

るものがあった。

《改善意見》

業務委託において、供与物品がある場合には、当該契約 供与物品がある場合には、当該契約書において

書において、供与する物品の指定、供与物品の善管注意義 供与する物品の指定、供与物品の善管注意義務、

務、契約解除に伴う物品の返還等について明示すること。 契約解除に伴う物品の返還等について明示するこ

ととしました。

《監査結果》

【再委託に係る承諾を受けていないもの】

委託業務の一部の処理を第三者に再委託する場合は、道

の承諾を受けなければならないが、これを行っていないも

のがあった。

・再委託業務 警備業務

・再 委 託 額 120,000円

《改善意見》

再委託契約に当たっては、承認申請を行うよう受託者に 受託者に対し、再委託をする場合は、承認申請

対し十分な指導を行うこと。 を行うなど、適切な事務処理を行うよう指導しま

した。

《監査結果》

【職員の配置が不適切なもの】

児童家庭支援センター運営事業実施要領においては、心

理学的側面からの援助を行う心理療法等を担当する職員と

して非常勤1名を配置することとしているが、6月、9月から

1月までの6箇月間不在となっており、また、相談・支援を

担当する職員は、常勤1名及び非常勤1名を配置することと

しているが、常勤3名を配置し、その人件費を委託経費とし

て認めているものがあった。

《改善意見》

事業実施要領と実績報告書の内容とを精査し、事業実施 事業実施要領における職員配置の規定について

要領に記載した成果内容となっているか、十分な検証をす は、委託業務に即した内容となるよう見直しを行

ること。 いました。

《監査結果》

【収支精算書と総勘定元帳とが異なっているもの】

業務委託の額の確定について、受託者から帳簿等を提出

させていたが、十分な精査を行わなかったことから、収支

精算書と受託者の総勘定元帳との執行額に相違が生じてい

るものがあった。

《改善意見》

額の確定をするに当たり、受託者の執行した内容につい 額の確定に当たっては、収支精算書や総勘定元

て、十分に精査を行うようにすること。 帳などにより、受託者の執行した内容について十

分に精査を行うこととしました。

《監査結果》

【額の確定において、検査方法等の改善が必要なもの】

実績報告書等の書類のみでは、細部にわたる事実確認や

支出等の判断を行うことができないにもかかわらず、現地

調査等を行っていないものがあった。

《改善意見》

額の確定に当たっては、業務委託事務取扱要綱10及び「補 委託料の額の確定に当たっては、現地調査の活

助事業等及び委託事務の実績報告に係る現地調査等の実施 用又は、履行確認の効率化を図り、適正な事務処

について（平成12年3月29日付け局総第704号）」により、現 理に努めます。

地調査等の活用を図ること、又は効率的な履行確認の方法

等について検討すること。

(12) 母子家庭等就業・自立支援センター事業委託業務【保
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健福祉部】

《監査結果》

【委託先の選定手続が不適切なもの】

委託先の選考基準の一つに「平日夜間や土日祝日にも相

談に応じられる体制を有していること。」を挙げ、該当する

業者が当該第3次保健医療福祉圏では受託者のみであるとし

ているが、実際には平日夜間等に職員は施設に出勤せず、

着信電話を転送させ、翌営業日に施設において対応してい

るものがあった。

また、就労相談等に対応できる職員を2名以上確保してい

ることも選考基準であるが、実際には、契約締結時には受

託者の職員としては雇用しておらず、契約後に委託料によ

り職員として雇用しているものがあった。

《改善意見》

委託先の選定に当たっては、競争性が損なわれることの 委託先の選定に当たっては、公募型プロポーザ

ないよう、条件等を十分に検討すること。 ル方式により契約の相手方を決定し、適正な事務

処理を行うこととしました。

《監査結果》

【額の確定において、検査方法等の改善が必要なもの】

実績報告書等の書類のみでは、細部にわたる事実確認や

支出等の判断を行うことができないにもかかわらず、現地

調査等を行っていないものがあった。

《改善意見》

額の確定に当たっては、業務委託事務取扱要綱10及び「補 委託料の額の確定に当たっては、現地調査の活

助事業等及び委託事務の実績報告に係る現地調査等の実施 用又は、履行確認の効率化を図り、適正な事務処

について（平成12年3月29日付け局総第704号）」により、現 理に努めます。

地調査等の活用を図ること、又は効率的な履行確認の方法

等について検討すること。

《監査結果》

【委託業務に伴う取得物件の処理が不適切なもの】

委託業務の契約において、委託業務の処理に伴い生じた

物件があるときは、委託契約書により当該委託業務の完了

後、直ちに道に移転することとされているが、電話機、フ

ァクシミリ、事務用椅子など多くの取得物件があるにもか

かわらず、これを行わせていないものがあった。

《改善意見》

委託業務に伴い生じた物件については、業務完了後、適 委託業務に伴い生じた物件については、取得物

切な事務処理を行うこと。 品等の確認を行うとともに、取得物品の届け出を

指導し、道の供与物品として適切な管理に努めま

す。

《監査結果》

【関係機関との連携が不十分なもの】

中核市等に所在する受託者が、日常的な活動範囲を超え

て、第3次保健医療福祉圏において広域的に企業訪問などを

行い、母子等の雇用創出につなげるものであるが、各（総

合）振興局等関係機関との連携が十分図られていないこと

などから、事業実施が円滑に行われていないものがあった。

《改善意見》

委託業務の実施に当たっては、各（総合）振興局等の関係 委託業務の実施に当たっては、関係機関をはじ

機関との連携を十分に図ること。 め、各（総合）振興局母子福祉主管課に対して、

事業実施に向けた協力依頼等の徹底を図るととも

に、地域の労働行政の主管課へも協力依頼等を行

い、事業の円滑な実施に努めます。

(13) 北海道さっぽろ観光案内所管理運営業務【経済部】

《監査結果》

【受託者の労務管理に関する規程が不明確なもの】

受託者は、2団体の経営主体で構成されているが、この構

成機関内における労務管理に関する規程が整備されていな



- 23 -

いため、人件費の精算額が明確でなかった。

《改善意見》

受託者に対し労務管理に係る事務処理規程を整備するよ 受託者に対し、労務管理に係る事務処理規程を

う指導を行うこと。 整備するよう指導しました。

(14) 北海道立工業技術センター運営業務【経済部】

《監査結果》

【概算払が不適切なもの】

資金収支計画書の確認が不十分なまま、毎月概算払を

行っていたことから遊休資金が生じ、額の確定により758万

8,908円の返納が生じていた。

《改善意見》

委託料の概算払は、当該事業の遂行状況及び資金収支計 委託料の概算払については、当該事業の遂行状

画書による資金計画を勘案し、適期に支払うこと。 況等を勘案し、その時期・必要額を十分に検討の

上、支払うこととしました。

(15) 北東北三県・北海道ソウル事務所管理運営業務【経済

部】

《監査結果》

【概算払が不適切なもの】

資金収支計画書に基づき毎月概算払を行っていたが、事

業経費の節減や事業実施時期の変更などがあったにもかか

わらず、適期に概算払を行わなかったことから、4月、7月、

10月末において、収支差金がそれぞれ100万円程度となって

いた。

《改善意見》

委託料の概算払は、当該事業の遂行状況を勘案し、その 委託料の概算払については、当該事業の遂行状

時期・必要額を十分に検討すること。 況等を勘案し、その時期・必要額を十分に検討の

上、支払うこととしました。

(16) 北海道競馬の実施に関する業務委託【農政部】

《監査結果》

【概算払が不適切なもの】

受託者から提出された資金計画書に基づき、毎月概算払

を行っていたが、平成21年5月から8月までの期間の月末に

おいて、3億円程度の遊休資金を生じていた。

《改善意見》

委託料に係る概算払の申請を受理するに当たっては、資 委託料に係る概算払の申請を受理するに当たっ

金の必要性等を十分確認するとともに、資金計画に変更が ては、資金の必要性等を十分確認するとともに、

生じた場合は、速やかに報告させ、適期に支払うこと。 資金計画に変更が生じた場合は、速やかに報告さ

せ、適期に支払うこととしました。

(17) 主要農作物原原種ほ経営に関する委託業務【農政部】

《監査結果》

【委託料の積算額が実態を十分反映していないもの】

事業開始当初から種子生産活動に要する諸経費の積算に

おいて、原原種生産の特殊性を十分に考慮せず、一般農業

者の生産コストを基準にしてきたことから、実態が十分に

反映されないものとなっていた。

《改善意見》

当該委託料の積算額の見直しについて、検討すること。 当該委託料においては、積算根拠及び積算額に

ついて見直しを行いました。

(18) 空知中核工業団地関連美唄住宅団地用地管理業務【建

設部】

《監査結果》

【現地調査等の体制が不十分なもの】

委託料の額の確定に当たり、道職員の再就職者が在籍す

る団体に対して現地調査等を実施する場合には主査以上の

職位の者を含む複数名で実施する必要があるが、体制が不

十分なまま実施していた。

《改善意見》
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現地調査等を実施する場合には、「補助事業等及び委託業 委託料の額の確定に当たり、道職員の再就職者

務の実績報告に係る現地調査等の実施について（平成12年3 が在籍する団体に対して現地調査等を実施する場

月29日局総第704号）」等に基づき、適切な体制で実施する 合には、関係通知等に基づき、適切な体制で実施

こと。 します。

(19) 経営規模等評価申請等受付業務【建設部】

《監査結果》

【額の確定において、審査方法等の改善が必要なもの】

委託料の額の確定において、提出を受けた実績報告書等

の書類のみでは、支出等の適否の判断や履行の確認を行う

ことができなかった。

《改善意見》

額の確定に当たっては、業務委託事務取扱要綱10及び「補 額の確定に当たっては、支出等の適否の判断や

助事業等及び委託業務の実績報告に係る現地調査等の実施 履行の確認を行うため、現地調査を行うこととし

について（平成12年3月29日局総第704号）」により、現地調 ました。

査等の活用を図ること、又は効率的な履行確認の方法等に

ついて検討すること。

(20) 道営清水沢発電所等発電施設管理業務【企業局】

《監査結果》

【概算払が不適切なもの】

概算払について、毎月定額の委託料を必要とする委託業

務であるにもかかわらず、特段の理由もなく、4月、10月、

3月に概算払を行っていた。

《改善意見》

概算払に当たっては､年間資金計画書を勘案し適期に支払 従来の概算払（第1回6ヶ月分、第2回5ヶ月分、

うよう改善すること。 第3回1ヶ月分）を、四半期毎の支払に変更すると

ともに、概算払額については、資金滞留が生じな

いよう委託料の残額を精査の上、適正に決定する

こととしました。

《監査結果》

【臨時職員の業務について検討が必要なもの】

短期雇用である臨時職員は、支出事務や帳簿管理等など

の財務管理をはじめ、法人の業務を全般的に担当しており、

当該臨時職員が退職した場合、法人の業務執行に支障が出

るおそれがある。

《改善意見》

受託者の運営が継続的、円滑に遂行されるよう、業務の 委託業務の運営が適切に継続的、円滑に遂行さ

執行体制について検討する必要がある。 れるよう、職員体制及び業務執行について協議し

た結果、平成24年度から、経理業務等を担う職員

が新たに採用され、業務の執行体制が整備されま

した。

《監査結果》

【供与備品の取扱いが不適切なもの】

道は、受託者が業務を処理するために必要な備品を供与

することとなっているが、備品の定義が明確となっておら

ず、供与備品の管理についても購入や廃棄の経過が把握で

きていなかった。

《改善意見》

供与備品の定義を明確にするとともに、供与備品の更新 供与備品の定義を明らかにした上で、「固定資産

・処分の経過が明確となるよう台帳等を整理すること。 台帳」及び「準備品台帳」により更新・処分など

の経過についてもわかるよう資料を整理しました。
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改 善 を 要 す る 事 項 左 に 対 す る 措 置

－補助事業－

(41) 国民体育大会冬季大会開催費

《監査結果》

【補助金の交付事務が不適切なもの】

補助金の変更交付申請があったときは、当該申請の内容

を調査し、補助金を変更交付すべきものと認めたとき、変

更交付決定をしなければならないが、額の確定により平成

22年3月31日付けで追加交付決定した額以上の1,948万3,136

円の返還金が生じていた。

《改善意見》

補助金の変更交付決定に当たり、変更交付申請の内容を 補助金の変更交付決定に当たっては、変更交付

十分調査し、適切な変更交付を行うこと。 申請の内容を十分調査し、適切な事務処理に努め

ます。

《監査結果》

【概算払が不適切なもの】

補助金の概算払は、資金収支計画を勘案し適期に支払う

こととされているが、補助対象経費が減少することとなっ

ていたにもかかわらず、不要な概算払を行っていたことか

ら、各月末において、600万円程度から1億円を超える遊休

資金が生じていた。

《改善意見》

補助金の概算払は、当該事業の遂行状況及び資金収支計 補助金の概算払に当たっては、当該事業の遂行

画書による資金計画を勘案し、適期に支払うこと。 状況等を勘案し、その必要性等を十分検討した上

で支払うよう努めます。

(42) 芸術文化事業（芸術文化活動費補助金）

《監査結果》

【補助金の使途区分が不明確なもの】

事業人件費及び公演費を補助対象経費としているが、事

業精算書において、補助金がそれぞれにいくら充当されて

いるか記載がなかった。

《改善意見》

事業費補助であることから事業精算書において、事業人 補助事業者に対し、事業精算書において、事業

件費及び公演費に補助金がいくら充当されているか記載さ 人件費及び公演費に補助金がいくら充当されてい

せた上で、審査及び額の確定を行うこと。 るか記載させることとし、これを精査した上で額

の確定を行うこととしました。


